
 
 

 

 

 

小牧市特定事業主行動計画 
次世代育成支援対策・女性活躍推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年 平成２８年３月 

令和５年５月 



 
 

目次 

 

Ⅰ．はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１ 

Ⅱ．具体的な取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ２ 

１．時間外勤務の縮減・長時間勤務の是正 ・・・・・・・・・Ｐ２ 

 （１）時間外勤務縮減のための意識改革 

   （２）ノー残業デーの徹底 

 （３）事務の簡素化・合理化の推進 

（４）連続した長時間勤務の解消 

（５）産業医による面接指導 

２．休暇の取得促進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ４ 

 （１）年次有給休暇の所得促進 

 （２）特別休暇の取得促進 

３．仕事と育児の両立支援・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ６ 

 （１）出産・育児に関する情報の提供 

 （２）出産・育児に関する特別休暇の取得促進 

 （３）育児休業を取得しやすい雰囲気の醸成 

 （４）育児休業に伴う代替職員の配置 

４．性別によらない配置・育成の推進・・・・・・・・・・・・Ｐ８ 

 （１）アンコンシャス・バイアスの解消 

 （２）適性による配置 

 （３）研修、他の行政機関等への派遣  

 （４）女性職員の役職者への登用の推進 

５．就労継続のための環境整備・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１０ 

  （１）働きやすい職場環境の整備 

  （２）多様な働き方の推進 

（３）ハラスメント対策 

  （４）育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

  （５）出産・育児、介護、自己啓発等への対応 

 

 



1 
 

Ⅰ．はじめに 

本市では、次世代育成支援対策推進法に基づき、平成２７年３月に「第３期

小牧市特定事業主行動計画」を定め、平成２８年３月には女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する法律に基づき、「小牧市女性活躍推進のための特定事業

主行動計画」を定めました。この「小牧市女性活躍推進のための特定事業主行動計

画」は、次世代育成支援対策推進法との関連性から「第３期小牧市特定事業主行

動計画」と取組を共有するものとして取り組んできました。 

しかしながら、これまでの実績から、時間外勤務の縮減、男性職員の育児休業

の取得等、まだまだ取組を進めていかなければならないものがあります。 

このため、本市では、令和７年度までの取組として、これまでの取組に加え、

新たに年次有給休暇の取得日数の増加の取組を加えた「小牧市特定事業主行動計

画（次世代育成支援対策・女性活躍推進）〔改訂版〕」を定めました。 

この行動計画に基づいた取組を進めることで、仕事と家庭の両立、そして、全

ての職員がモチベーションをもって働くことができる職場を目指して、職場全

体で支え合い、取り組んでいきます。 
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Ⅱ  具体的な取組  

 

１  時間外勤務の縮減・長時間勤務の是正  

＜次世代育成支援対策・女性活躍推進＞  

 

≪現状≫  

〇職員の１か月当たりの平均時間外勤務時間数  

令和元年度  ２年度  ３年度  

１３．１１時間  １０．６３時間  １１．２１時間  

 

〇１か月当たり４５時間超の時間外勤務を行った職員数（延べ）  

令和元年度  ２年度  ３年度  

６９８人  ５４６人  ６２８人  

 

≪目標≫  

（１）１か月当たりの平均時間外勤務時間数の対前年度比の減少を目指す  

（２）１か月当たり４５時間超の時間外勤務を行う職員の対前年度比の

減少を目指す  

 

【取組内容】  

（１）時間外勤務縮減のための意識改革  

ア  職員はお互いの健康管理を意識し、声をかけ合って退庁するよう  

にします。  

イ  管理職は、所属の職員の時間外勤務の状況を的確に把握し、時間  

外勤務時間数の多い職員がいる場合には事務分担を見直す等、勤  

務時間の管理の徹底を図るとともに、自ら率先して定時退庁に努  

めます。  

ウ  小学校就学始期に達するまでの子どものいる職員の深夜勤務及び  

時間外勤務を制限する制度について周知徹底を図ります。  

 

（２）ノー残業デーの徹底  

週に１日（原則毎週水曜日）のノー残業デーを徹底し、家庭で過  

ごす時間又は自分の時間を確保し、心身のリフレッシュができる  

ようにします。  
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（３）事務の簡素化・合理化の推進  

ICTの活用による業務の効率化、事務処理マニュアルの整備及び改  

善意識の高揚を図ります。  

 

（４）長時間勤務の解消  

   長時間勤務をした後の勤務との間に一定の時間を設ける勤務間イ

ンターバルの導入を検討します。  

 

（５）産業医による面接指導  

月８０時間以上又は３か月連続で月６０時間以上の時間外勤務を  

した職員の健康を守るため、産業医等による面接指導を行います。  
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２  休暇の取得促進＜次世代育成支援対策・女性活躍推進＞  

 

≪現状≫  

〇１人当たりの平均年次有給休暇取得日数  

令和元年度  ２年度  ３年度  

９．４日  １０．１日  １０．１日  

 

〇年次有給休暇の取得が年 5日未満の職員数  

令和元年度  ２年度  ３年度  

２０１人  １５１人  １３７人  

 

≪目標≫  

（１）職員１人当たりの年次有給休暇取得日数を当面１２日以上とし、  

達成後１４日以上を目指す  

（２）年次有給休暇の取得が年５日未満の職員数の対前年度比の減少を  

   目指す  

 

【取組内容】  

（１）年次有給休暇の取得促進  

ア  各職場における年次有給休暇の取得計画表の作成、行事予定の早期

周知等により、年次有給休暇を取りやすい雰囲気の醸成や環境整備  

を行います。  

イ  職員及びその家族の誕生日等の記念日に休暇を取得するアニバー  

サリー休暇、子どもの学校行事等家族との触れ合いのための休暇  

等の取得を促進します。  

ウ  概ね４半期ごとに年次有給休暇の取得状況を管理職に示すことに  

より、管理職は、自らの休暇取得意識の向上を図るとともに、所属

職員の休暇取得状況を把握します。  

エ  管理職は、所属職員で年次有給休暇の取得日数が少ない職員がいる

場合には、その原因を分析し、対策を講じます。また、所属職員が

年間５日以上休暇を取得できるよう、該当職員との面談を通して計

画的に休暇を取得できるよう、業務量の配分調整等に努めます。  
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（２）特別休暇の取得促進  

子の看護休暇、ボランティア休暇その他の特別休暇の取得を希望  

する職員が円滑に取得できる環境整備に努めます。  
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３  仕事と育児の両立支援＜次世代育成支援対策・女性活躍推進＞  

 

≪現状≫  

〇男性職員の育児休業取得率  

令和元年度  ２年度  ３年度  

７．１％  １７．４％  １５．０％  

 

〇男性職員の配偶者出産休暇、育児参加のための特別休暇の取得率  

令和元年度  ２年度  ３年度  

７１．４％  ５８．７％  ３０．０％  

 

≪目標≫  

（１）男性職員の育児休業取得率を３０％以上にする  

（２）男性職員の配偶者出産休暇、育児参加のための特別休暇の取得率  

を８０ %以上にする  

 

【取組内容】  

（１）出産・育児に関する情報の提供  

ア  育児支援に関する諸制度の周知  

母性保護、出産費用の給付等の経済的支援措置、育児休業、育児  

に関する休暇、妊娠・出産後の時間外勤務の制限等の各種制度を  

理解しやすいように一つにまとめた職員向けの「子育てハンドブ  

ック」を法改正等にあわせて改定し、周知します。  

イ  育児休業経験者等に関する情報提供  

育児休業経験者の体験談、休暇制度の説明等を職員に配信し、育  

児休業・育児のための休暇を取得することにより得られるものを  

周知するとともに、これらの制度の取得を希望する職員の不安の  

軽減を図ります。  

 

（２）出産・育児に関する特別休暇の取得促進  

ア  出産・育児のための休暇の取得促進出生サポート（不妊治療）、  

出産付添い、育児参加及び子の看護のための特別休暇が有効に活  

用されるよう、職員へ周知し、取得を促します。  
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イ  これらの休暇を取得することについて、職場における理解が得ら  

れるための環境づくりを行うため、管理職は、職員に対して休暇  

取得の奨励に努めます。  

 

（３）育児休業等を取得しやすい雰囲気の醸成  

ア  男性職員が育児休業の取得をためらう要因の１つに収入面の不安  

があるため、休業中の収入が把握できる計算表を職員へ提供し、  

育児休業による生活への影響を把握できるようにします。  

イ  育児休業、育児部分休業又は育児短時間勤務に対する職場の意識  

改革を進め、育児休業等を取得しやすい雰囲気を醸成します。  

 

（４）育児休業に伴う代替職員の配置  

他の職員に迷惑がかかることを危惧し、育児休業の取得をためら  

うことがないよう、また、育児休業中の職員の業務が滞らないよう

任期付職員又は会計年度任用職員による代替職員の確保に努めま

す。  
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４  性別によらない配置・育成の推進＜女性活躍推進＞  

 

≪現状≫  

〇主査職以上の女性職員の割合（保育士、消防職及び医療職を除く。）  

基準日各年度４月１日  

 令和２年度  ３年度  ４年度  

主査  ４５．８％  ４４．４％  ４７．４％  

係長  ２０．３％  ２２．７％  ２２．０％  

管理職  １１．７％  １１．８％  １３．０％  

※保育士及び医療職は女性の占める割合が、消防職は男性の占める割  

合が大きいことから除くこととしました。  

 

≪目標≫  

（１）係長級に占める女性職員の割合を３０％以上にする  

（２）管理職に占める女性職員の割合を１５％以上にする  

 

【取組内容】  

（１）アンコンシャス・バイアスの解消  

ア  性別によらず、職員個人の適性に見合った指導・育成を行いま  

す。  

イ  研修等により固定的な性別役割分担意識の解消を図ります。  

 

（２）適性による配置  

女性職員がほとんど配置されていない職務やポストについても、  

適性を見極めながら積極的に配置し、キャリア形成を促進しま  

す。  

 

（３）研修、他の行政機関等への派遣  

 公募により研修、他の行政機関等への派遣を実施し、性別に関係な

くチャレンジできるようにします。  

 

（４）女性職員の役職者への登用の推進  

ア  仕事と家庭の両立を経験した係長級以上の職員と主査職以下の職  

員が意見交換をする機会を設け、仕事と家庭の両立に対する不安の

軽減を図ります。  
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 イ  民間企業、公務員に関係なく、仕事と家庭の両立に取り組んでき

た管理職経験者によるセミナー等の開催、交流の機会を設け、仕

事と家庭の両立策を職員間で情報共有します。  

 

ウ  昇格をためらっている女性職員に、係長や管理職としての仕事の  

魅力、やりがい等を説明し、昇格意欲の高揚を図ります。  
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５  就労継続のための環境整備＜次世代育成支援対策・女性活躍推進＞  

 

≪目標≫  

職場環境の問題により離職することがないよう環境の整備をしま  

す。  

 

【取組内容】  

（１）働きやすい職場環境の整備  

ア  職員の業務分担の適正化と業務量の平準化  

業務の繁閑に柔軟に対応するための職員の流動的配置制度の利用  

促進に努めます。  

イ  職員同士が互いにサポートできる体制づくり  

日頃から職員同士が業務内容や進捗度の共有を図ることで、例え  

ば、子どもの具合が悪い時などに突発的に休暇を取得する場合で  

も、柔軟に対応し、快くサポートし合える体制づくりに努めます。  

ウ  ICTを積極的に活用し、業務の効率化を図ります。  

 

（２）多様な働き方の推進  

   フレックスタイム、テレワークの具体的な検討をします。  

 

（３）ハラスメント対策  

ハラスメントの防止等のための職員への研修の実施、外部相談窓  

口の設置等による相談体制の充実、ハラスメントを受けた職員の  

保護、行為者に対する指導又は処分等を行います。  

 

（４）育児休業を取得した職員の円滑な職場復帰の支援  

ア  育児休業を取得している職員が円滑に職場に復帰できるよう、休業  

中の職員に対する業務に関する情報提供等を行います。  

イ  復職前後に所属長と面談し、勤務に対する要望等を伝えたり、職場  

の状況等について話す機会を設けることにより、復職に対する不安  

の解消に努めます。  

ウ  育児休業から復職する前に、育児休業を経験した職員の復職後の体  

験談を紹介し、又は情報交換を行う機会を設け、復職前の不安軽減  

を図ります。  

 



11 
 

（５）出産・育児、介護、自己啓発等への対応  

ア  介護休暇、早出遅出勤務制度、配偶者同行休業制度、時差出勤制  

度により、仕事と家庭生活の両立への支援を必要とする職員が仕  

事を続けられるようにします。  

イ  修学部分休業制度により、仕事を辞めることなく大学等での修学  

を希望する職員を支援します。  

 

  


